
別表１-１(ワンストップ窓口)【既存】 

 市町村が実施する創業支援等事業(人吉市) 

 

創業支援等事業の目標 

市役所に創業支援に関する相談窓口を設置し、職員１名が人吉商工会議所と連携を密

に行っている。また、ホームページや広報誌で窓口設置について周知を図ることで、市

で創業に関する相談ができることが認知されてきており、令和元年度から３年度は平均

２４件の相談を受け付けた。 

平成３０年１２月に開所した人吉しごとサポートセンター（Ｈｉｔ-Ｂｉｚ）とも、職

員１名が連携を密に行う。 

年間延べ１５件の相談を目標とする。また、商工会議所及び人吉しごとサポートセン

ター（Ｈｉｔ-Ｂｉｚ）と連携することにより、相談件数の３割（４～５名）の創業実現

を目標とする。 

 

創業支援等事業の内容及び実施方法 

（１）創業支援等事業の内容 

＜相談窓口（兼連絡窓口）＞ 

・市役所内に創業支援の相談窓口（兼連絡窓口）を新たに設け、支援施策一覧を常備する

とともに制度の説明を行い、創業しようとする人が利用しやすい環境を整える。 

・相談窓口には、人吉市商工観光課の職員１名を配置することとし、平日８時３０分から

１７時１５分まで対応する。 

・また、人吉商工会議所や市役所の他部局と連携し、相談者の相談内容に応じた様々な課

題の解決の相談を受け付ける。 

・専門的なことは、人吉商工会議所等につなぎ、経営指導員による対応を実施する。 

 

＜創業に必要となる要素別の各連携機関の役割＞ 

１ ターゲット市場の見つけ方 

・人吉市と人吉商工会議所は、今後伸びそうな市場や力を入れて伸ばしていきたい市場に

ついて、専門家及び熊本県よろず支援拠点の協力を得ながら、アドバイスを実施する。 

・人吉商工会議所は、商店街の空き店舗や通行量調査等を行い、地域の状況の把握に努め

ながら、創業者へのアドバイスに繋げていく。 

・人吉商工会議所が実施する創業セミナーの中で、マーケティング等の講座を実施する。 

 

２ ビジネスモデルの構築の仕方 

・人吉商工会議所は専門家及び熊本県よろず支援拠点と連携しながら、顧客ニーズへの対

応、採算性についてのアドバイスを実施する。また、人吉商工会議所が講師を招き実施

する創業セミナーにおいて、基礎的な知識の習得に向けた講座を行う。 

 

３ 売れる商品・サービスの作り方 

・人吉商工会議所が実施する専門家及び熊本県よろず支援拠点を交えた個別相談で、アド

バイスを行う。 

 

４ 適正な価格の設定と効果的な販売方法について 

・販売先、ターゲット、販売方法、価格設定等については、人吉商工会議所における専門

家を交えた個別相談によるアドバイスを行うとともに、熊本県よろず支援拠点と協力し

ながら、販路開拓のためのマッチング支援を行う。 

 

５ 資金調達 

・人吉商工会議所は、日本政策金融公庫及び市内金融機関（肥後銀行、熊本銀行、南日本

銀行、熊本県信用組合、熊本中央信用金庫）の協力を得ながら、資金調達のアドバイス



を行うとともに、書類作成の補助を行う。 

 

６ 事業計画書の作成 

・人吉商工会議所が事業計画の策定の支援を行い、必要に応じて、日本政策金融公庫及び

市内金融機関（肥後銀行、熊本銀行、南日本銀行、熊本県信用組合、熊本中央信用金庫）

と連携し、事業が継続して行われるよう事業計画のブラッシュアップを図る。 

・また、人吉商工会議所が実施する創業セミナーにおいても、事業計画の作成の具体的な

ワークショップを行う。 

 

７ 許認可、手続き 

・人吉市と人吉商工会議所が連携し、創業手続き、許認可についてのアドバイスを行う。

より詳細な知識を必要とする場合には市内の税理士、社会保険労務士、行政書士を紹介

し、税務、労務管理、企業手続きアドバイスを行ってもらう。 

 

８ コア事業の展開の可能性や関連事業の拡大可能性 

・人吉商工会議所が個別相談、専門家も含めた巡回による支援や中小企業大学校人吉校が

実施する研修の紹介など継続的なフォローアップを行う。特に創業セミナーの受講者に

は熊本商工会議所と連携した小規模事業者等経営力強化支援事業を活用し、創業時の指

導に長けた専門家を派遣する。 

・人吉市は、中小企業大学校人吉校などが実施する研修を受講する際の受講料の一部を予

算の範囲内で人吉商工会議所を通じて補助する。 

 

＜創業支援機関との連携＞ 

・人吉市と人吉商工会議所が支援を行った創業希望者等の情報は、事前に本人の了解を得

たうえで相談者名簿を作成し、市で取りまとめを行い、個人情報に配慮し適切に保護・

管理する。名簿には、創業希望者の希望業種や製品などの基本情報だけでなく、創業希

望者に不足している知識や創業への準備状況がわかるように記載する。 

 

＜特定創業支援等事業について＞ 

・特定創業支援等事業者となる証明書の発行については次のとおり行う。 

ア 個別相談事業（別表２－１）において、１か月以上にわたり４回以上、経営、財務、

人材育成、販路開拓についての知識が身につく指導を受けたことが、人吉商工会議所

が作成する「特定創業支援等事業の資格を満たした者」の名簿で確認できる者に対し

て、人吉市が証明書を発行する。 

イ 実践型創業セミナー（別表２－３）において、経営、財務、人材育成、販路開拓に

ついての知識が身につく講義をそれぞれ受講し、全体の８割以上出席したこと、また

は３回以上の講義を受け、かつ２回以上の個別相談（別表２－１）による指導を受け

たことが、人吉商工会議所が作成する「特定創業支援等事業の資格を満たした者」の

名簿で確認できる者に対して、人吉市が証明書を発行する。 

 

＜各項目の共通事項について＞ 

・本創業支援等事業計画の全体の進捗状況を人吉市が把握する。また創業希望者・創業者

に対するアンケートを実施することにより、常に体制を改善していくこととする。 

・創業後についても、人吉商工会議所は個別相談、専門家も含めた巡回による支援や中小

企業大学校人吉校が実施する研修の紹介など継続的にフォローアップを行う。特に創業

セミナーの受講者には熊本商工会議所と連携した小規模事業者等経営力強化支援事業

を活用し、創業時の指導に長けた専門家を派遣する。 

・公序良俗を害する恐れのある事業を行う創業者に対しては、創業支援サービスを行わな

い。各連携機関にもこの方針を徹底する。 

・特定創業支援等事業による支援を受け、証明書の発行を受けたものに対しては、その後



の創業の有無や実績等を確認する。 

 

（２）創業支援等事業の実施方法 

・人吉市商工観光課の職員１名を窓口に配置し、人吉商工会議所と連携したワンストップ

窓口を設置する。 

・創業支援の窓口の設置や各事業を分かりやすくして、広報誌やＨＰにて広くＰＲを図

る。 

・人吉市と人吉商工会議所、日本政策金融公庫及び市内金融機関（肥後銀行、熊本銀行、

南日本銀行、熊本中央信用金庫、熊本県信用組合）等関係機関の連携するために、年に

一回程度、連絡会議を開催し、改善点について情報共有を行う。 

・人吉市と人吉商工会議所が支援を行った創業者情報等に関しては、個人情報に配慮しつ

つ、市が取りまとめ、名簿等を作成する。 

 

計画期間 

平成２７年４月１日 ～ 令和１０年３月３１日 

変更箇所については、令和４年１２月２３日 ～ 令和１０年３月３１日 

 

 

 

 

 

 
  



別表２－１＜創業相談窓口と個別相談事業＞【既存・特定創業支援等事業】 

市町村以外の者が実施する創業支援等事業（法第２条第２１項第１号に該当する事業に限る。） 
 

実施する者の概要 

 

（１）氏名又は名称 

   人吉商工会議所 

（２）住所 

   人吉市南泉田町３－３ 

（３）代表者の氏名 

   会頭 岩下 博明 

（４）連絡先 

   電話 ０９６６－２２－３１０１ ＦＡＸ ０９６６－２４－６５０９ 

   担当者 西邨亮、椎屋恵美 

 

創業支援等事業の目標 

人吉商工会議所では窓口来所による創業予定者からの相談は、令和元年度から３年度は

年間平均２４件であり、その内４７．１％(平均１１．３名)が創業を実現している。 

創業希望者を対象に個別相談を行い、創業希望者一人ひとりに合った個別の支援を行い、

よりきめ細やかな支援を目指す。また、創業後も人吉商工会議所が継続的な指導を行うこ

とで、事業の育成という面でも支援を目指す。 

また、人吉しごとサポートセンター（Ｈｉｔ-Ｂｉｚ）と連携することで、より高度な支

援を行い、年間３０件程度の創業相談対応を実施し、年間３割（９名）の創業実現を目標

とする。 

創業開始後も、経営指導員及び専門家による個別指導を行い伴走型の支援を行う。 

 

創業支援等事業の内容及び実施方法 

（１）創業支援等事業の内容 

＜創業相談窓口と個別相談事業＞ 

・創業相談専門の窓口を新たに設置し、創業に関する様々な相談に応じる。 

・相談窓口の担当者は、国、県、市等の各種支援制度の内容を熟知することにより、相

談者が適切な支援メニューを選択できるような情報提供を行う。 

・創業に関する、より高度な案件（経営計画立案、資金計画策定、販路開拓、人材育成、

商品開発など）に関しては、専門家・人吉商工会議所・創業者による個別相談を行う

とともに、創業セミナーの受講を促す。 

・セミナーで対応が困難な案件に対しても、巡回による個別支援を積極的に行う。 

・創業開始後も経営指導員及び専門家による個別相談を行うと伴に、特に創業セミナー

の受講者には熊本商工会議所と連携したチャレンジサポート事業を活用し、創業時の

指導に長けた専門家を派遣し、事業が継続していくよう注力する。 

・創業後の段階に応じ、中小企業大学校人吉校の研修を紹介し、必要な知識の補充を図

る。 

・個別相談は年間を通して随時、実施する。また、創業に関する相談について複数回の

相談を可能とする。 

・特定創業支援等事業者となる証明書の発行については次のとおり行う。 

ア 以下のテーマのうち、４つの知識（経営・財務・人材育成・販路開拓）が身につ

く☆のついているすべてのテーマで個別相談による指導を行う事業を「特定創業支

援等事業」とする。 

イ ☆のついているテーマは、１回あたり３０分～１時間程度、原則４回以上、１か

月以上の期間をかけて、継続的に支援を行う。 

ウ  人吉商工会議所は、個人情報の取り扱いの了解を得た上で、氏名、住所、連絡先、



指導内容、指導日等を記録した名簿を作成し、指導状況を把握する。４つのテーマ

すべての指導を受けた者は、「特定創業支援等事業の資格を満たした者」として、

人吉市に名簿を提出する。 

エ 証明書の発行は、人吉市が本人からの求めに応じて、人吉商工会議所から提出さ

れた名簿で指導状況を確認したうえで、発行する。 

 

「個別相談事業」 

・創業相談、第二創業 

・ＩＴを活用した経営管理 

・知的資産管理 

・地域資源活用 

・農商工連携 

・企業力強化支援 

・事業承継 

・経営（事業）計画書の作成＜財務・経営・人材育成・販路開拓＞（☆） 

  事業計画を作成し、事業内容を具体化する。専門家（中小企業診断士等）からの指導

を受け、ブラッシュアップされた計画を完成させる。 

・会計・税務の基礎知識＜財務＞（☆） 

創業前、創業後に役立つ会計・税務の基礎知識を習得。 

・創業に向けた準備について＜人材育成＞(☆) 

準備段階でできること、人事労務の知識などを習得。 

・マーケティングの基本について＜販路開拓＞（☆） 

顧客ニーズ、ターゲットの見極めなどについて習得。 

などの経営課題をテーマに、税理士・中小企業診断士・社会保険労務士・ 

マーケティングコンサルタント等の専門家による指導を実施。 

 

（２）創業支援等事業の実施方法 

・創業相談窓口は、人吉商工会議所の経営指導員１名が平日８時半～１７時１５分まで

相談対応を行う。 

・この創業相談窓口は、市役所内の相談窓口である商工観光課の担当者や市内金融機関

（肥後銀行、熊本銀行、南日本銀行、熊本中央信用金庫、熊本県信用組合）などと創

業に関わる様々な情報の共有を図り、ワンストップ支援の体制を構築する。 

・専門家の確保は、人吉商工会議所が熊本商工会議所と連携して行う。 

・加えて、人吉市、人吉商工会議所のホームページ等で施策のＰＲを行う。 

・個別相談者については、県・市の制度融資、政府系金融機関等の創業融資を積極的に

紹介する。人吉商工会議所と専門家は打合せを行い、事業の状況、実績、その後の状

況などについての情報共有を行う。 

・相談者の名簿の管理等については、人吉市や人吉商工会議所が予め、実態調査等に利

用することを説明し、本人の了解を得たうえで、適切に保護・管理を行い、相談者の

氏名、住所、連絡先、相談内容を記載した名簿を作成する。 

・名簿の管理については個人情報保護法を遵守する。 

・人吉市は、相談事業に必要な人員を確保するために必要な予算の一部を、小規模事業

指導事業費補助金として人吉市の予算の範囲内で人吉商工会議所に交付する。 

 

計画期間 

平成２７年４月１日 ～ 令和１０年３月３１日 

変更箇所については、令和４年１２月２３日 ～ 令和１０年３月３１日 

※本計画変更による特定創業等支援事業に関わる証明書の発行については、改正法第１０

回認定日以降の申請が対象となる 

 



別表２－２＜創業セミナー＞ 【既存】 

 市町村以外の者が実施する創業支援等事業 

 
実施する者の概要 

 

（１）氏名又は名称 

   人吉商工会議所 

（２）住所 

   人吉市南泉田町３－３ 

（３）代表者の氏名 

   会頭 岩下 博明 

（４）連絡先 

   電話 ０９６６－２２－３１０１ ＦＡＸ ０９６６－２４－６５０９ 

   担当者 西邨亮、椎屋恵美 

 

創業支援等事業の目標 

今回の創業セミナーについては、窓口相談や個別相談を踏まえ、特に創業に向け積極的

な方を対象に実施する。また、セミナー受講後もアンケートなどによる追跡調査等を通し

て、経営指導員によるフォローアップ指導を行う。 

人吉しごとサポートセンター（Ｈｉｔ-Ｂｉｚ）と連携し、セミナーのＰＲを強化し、そ

の後のフォローアップも行うなど、さらに高度で、きめ細やかな支援を実施することで、

全受講者３０名の３割（９名）程度の創業を目指す。 

 

創業支援等事業の内容及び実施方法 

 

（１）創業支援等事業の内容＜創業セミナー＞ 

創業希望者と創業後間もない事業者を対象とする「創業セミナー」を年１回（入門編３時

間：実践編６時間）開催しているが、今後も事業を継続する。 

開催期間は７月頃の年１回、専門家の講義を実施する。 

「創業セミナー」（案） 

開催時期   ７月頃、年１回 

開催場所  人吉商工会議所 

募集人数  ３０名程度 

受講料   無料または有料（５００円程度） 

対象者   人吉市内の創業予定者に対し、人吉市広報及び人吉市ホームページで案内する

とともに、人吉商工会議所ホームページに掲載し募集する。また創業支援セミ

ナー受講者のうち、意識の高い創業予定者については、個別相談に応じる。 

 

カリキュラム 

（入門編３時間）【経営コンサルタントなど】 

・創業に関する基礎知識について 

 創業に関する基礎知識、マーケティングの基礎知識などを習得。 

 

（実践編６時間）【中小企業診断士・税理士など】 

・事業計画の作成 

事業計画書のワークショップ形式も交えながら、書き方を習得。実践的な事業計画にブ

ラッシュアップする。 

・税務、会計の基礎知識について 

創業前、創業後に役立つ会計・税務の基礎知識を習得。 

・創業支援機関の支援制度について 



国、県、市の融資制度や、人吉市の補助制度について習得 

 ※【   】は予定される講師 

 

（２）創業支援等事業の実施方法 

・創業セミナーは人吉商工会議所会議室を使用して事業を実施することとし、会場準備、

教材準備等の事務手続きを人吉市及び人吉商工会議所が連携して行う。 

・また、カリキュラムの策定、専門家の確保は、現在相談事業を手掛けている人吉商工会

議所が専門家と連携して行う。 

・加えて、人吉市及び人吉商工会議所のホームページ等で施策のＰＲを行う。 

・セミナー参加者については、県・市の制度融資、政府系金融機関等の創業融資を積極的

に紹介するとともに、人吉市商店街活性化事業補助制度など各種制度について紹介を行

う。 

 

計画期間 

平成２７年４月１日 ～ 令和１０年３月３１日 

変更箇所については令和４年１２月２３日 ～ 令和１０年３月３１日 

 

 

 

 
  



別表２－３＜実践型創業セミナー＞ 【既存・特定創業支援等事業】 

 市町村以外の者が実施する創業支援等事業 

 

実施する者の概要 

 

（１）氏名又は名称 

   人吉商工会議所 

（２）住所 

   人吉市南泉田町３－３ 

（３）代表者の氏名 

   会頭 岩下 博明 

（４）連絡先 

   電話 ０９６６－２２－３１０１ ＦＡＸ ０９６６－２４－６５０９ 

   担当者 西邨亮、椎屋恵美 

 

創業支援等事業の目標 

令和元年度及び３年度において実施した「実践型創業セミナー」には、平均１１名の参加

があり、セミナー後に創業となったものは参加者のうち約５６．５％（平均６．５名）であ

った。 

今回の実践型創業セミナーについては、窓口相談や個別相談を踏まえ、特に創業に向け積

極的な方を対象に実施する。また、セミナー受講後もアンケートなどによる追跡調査等を通

して、経営指導員によるフォローアップ指導を行う。 

人吉しごとサポートセンター（Ｈｉｔ-Ｂｉｚ）と連携し、セミナーのＰＲを強化し、その

後のフォローアップも行うなど、さらに高度で、きめ細やかな支援を実施することで、全受

講者１５名の３割（４～５名）程度の創業を目指す。 

 

創業支援等事業の内容及び実施方法 

 

（１）創業支援等事業の内容＜実践型創業セミナー＞ 

創業後３年未満の創業者を対象とする「実践型創業セミナー」を年１回開催しているが、

今後は創業前の創業希望者も対象に含め、事業を継続する。 

原則４回以上、１か月以上の期間をかけて、専門家の講義を実施する。 

 

・特定創業支援等事業者となる証明書の発行については次のとおり行う。 

ア 次のいずれかの要件を満たすものを特定創業支援等事業を受けた者とする。 

ａ 以下のカリキュラムのうち、４つの知識（経営・財務・人材育成・販路開拓）が

身につく☆のついている講義を受講し、かつ全体の８割以上出席した者 

ｂ 以下のカリキュラムのうち、☆のついている講義を３回以上受講し、その結果、

４つの知識（経営・財務・人材育成・販路開拓）で不足している部分について、２

回以上、個別相談（別表２-１）による指導を受けた者 

イ 人吉商工会議所は、個人情報の取り扱いの了解を得た上で、氏名、住所、連絡先、

受講内容、受講日等を記録した名簿を作成し、受講状況を把握する。セミナー終了後

に上記のアの要件を満たした者を、「特定創業支援等事業の資格を満たした者」とし

て名簿を作成し、人吉市に提出する。 

ウ 証明書の発行は、人吉市が本人からの求めに応じて、人吉商工会議所から提出され

た名簿で受講状況を確認したうえで、発行する。 

 

「実践型創業セミナー」（案） 

開催回数   年１回 

開催場所  人吉商工会議所 



募集人数  １５名程度 

受講料   有料（５００円程度） 

対象者   人吉市内の創業予定者に対し、人吉市広報及び人吉市ホームページで案内する

とともに、人吉商工会議所ホームページに掲載し募集する。また実践型創業支

援セミナー受講者のうち、意識の高い創業予定者については、個別相談に応じ

る。 

 

カリキュラム（案） 

・事業計画の作成＜財務・経営・人材育成・販路開拓＞☆ 

・ビジネスモデルの考え方・見直しについて＜経営・人材育成・販路開拓＞☆ 

・財務会計の知識の習得＜財務・経営＞☆ 

・マーケティング戦略について＜販路開拓＞☆ 

 ※税理士・中小企業診断士・公認会計士・マーケティングコンサルタント等の専門家を

講師とする予定。 

 

（２）創業支援等事業の実施方法 

・実践型創業セミナーは人吉商工会議所会議室を使用して事業を実施することとし、会場

準備、教材準備等の事務手続きを人吉市及び人吉商工会議所が連携して行う。 

・また、カリキュラムの策定、専門家の確保は、現在相談事業を手掛けている人吉商工会

議所が専門家と連携して行う。 

・加えて、人吉市及び人吉商工会議所のホームページ等で施策のＰＲを行う。 

・セミナー参加者については、県・市の制度融資、政府系金融機関等の創業融資を積極的

に紹介するとともに、人吉市商店街活性化事業補助制度など各種制度について紹介を行

う。 

 

計画期間 

平成２８年４月１日 ～ 令和１０年３月３１日 

変更箇所については令和４年１２月２３日 ～ 令和１０年３月３１日 

※本計画変更による特定創業等支援事業に関わる証明書の発行については、改正法第１０回

認定日以降の申請が対象となる 

 

 

 


